
香川県看護師等養成所運営費補助金交付要綱 

  

第１ 通則 

香川県看護師等養成所運営費補助金については、予算の範囲内において交付するも

のとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和 30 年法律第 179 号）、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令(昭和 30 年政令第 255 号)、 

医療介護提供体制改革推進交付金交付要綱、地域医療介護総合確保基金管理運営要領

及び香川県補助金等交付規則（平成 15 年香川県規則第 28 号）の規定によるほか、こ

の要綱の定めるところによる。 

 

第２ 交付の目的 

  この補助金は、保健師助産師看護師法（昭和 23 年法律第 203 号）に基づき指定を

受けた保健師、助産師、看護師及び准看護師の学校又は養成所（以下「養成所」とい

う。）等における教育内容の向上を図ることを目的とする。 

 

第３ 交付の対象 

 この補助金の交付の対象は、次に掲げる者が行う養成所（ただし、学校教育法（昭 

和 22 年法律第 26 号）第 1 条に規定する学校は除く。）の運営する事業（以下「事業」

という。）とする。 

（１）学校法人及び準学校法人 

（２）一般社団法人及び一般財団法人 

（３）医療法人 

（４）社会福祉法人（ただし、社会福祉法人恩賜財団済生会及び社会福祉法人北海

道社会事業協会は除く） 

（５）独立行政法人国立病院機構 

ただし、上記のうち（２）及び（３）については、学校教育法第 124 条の規定に

よる「専修学校」又は同法第 134 条の規定による「各種学校」の認可を受けている

者に限るものとする。（ただし、助産師養成所及び看護師養成所 2 年課程（通信制）

にあってはこの限りではない。） 

 

第４ 交付額の算定方法 

  この補助金の交付額は、次により算出するものとする。 

 ただし、算出された額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる

ものとする。 

（１）別表１の第１欄に定める基準額と第２欄に定める対象経費の実支出額とを養成

所ごとに比較して、少ない方の額を選定する。 

（２）（１）により選定された額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額

とを比較し、少ない方の額に別表３に定める調整率を乗じて得た額を交付額とす

る。 

ただし、第３（５）の法人にあっては、（１）により選定された額と総事業費

から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較し、少ない方の額に、別表３に

定める調整率を乗じて得た額に２分の１を乗じて得た額を交付額とする。 



 

第５ 交付の条件 

  この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）事業の内容を変更する場合（軽微な変更を除く。）には、知事の承認を受けなけ 

  ればならない。 

（２）事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

（３）事業の遂行が困難となった場合には、速やかに知事に報告して、その指示を 

受けなければならない。 

（４）事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価 50 万円（民間団体にあっ 

  ては 30 万円）以上の機械及び器具については、別に定める期間を経過するまで、 

  知事の承認を受けないで、この補助金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、 

貸付又は担保に供し、又は廃棄してはならない。 

（５）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その 

  収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

（６）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後におい 

ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図ら 

なければならない。 

（７）補助金及び事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及 

び支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５ 

年間保管しておかなければならない。 

（８）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を

含む。）は、別紙様式３により速やかに、遅くとも補助事業完了日の属する年度の

翌々年度６月３０日までに知事に報告しなければならない。 

   なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一 

  支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本 

社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税 

売り上げ割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

また、この補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該

仕入控除税額を県に返還しなければならない。 

 

第６ 申請の手続 

  この補助金の交付の申請は、別紙様式１による申請書に関係書類を添えて、知事 

が定める日までに知事に提出するものとする。 

 

第７ 変更申請手続 

この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請 

等を行う場合には、第６に定める手続に従い、知事が別に指定する日までに行うも 

のとする。 

 

第８ 交付決定 

知事は、補助金の交付の申請があった場合において、その内容を審査し、適当と 



認められたときは、すみやかに補助金の交付を決定し、申請者にその旨通知するも 

のとする。 

 

第９ 実績報告 

この補助金の実績報告は、別紙様式２による報告書に関係書類を添えて、事業完 

了後１か月以内又は翌年度４月５日のいずれか早い日までに、知事に提出するもの 

とする。 

 

第 10 補助金の額の確定 

知事は、第９により提出された実績報告の審査を行い、当該報告に係る補助事業 

 の成果がこの交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、 

 交付すべき額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

 

第 11 補助金の支出 

補助金の交付は、精算払とする。 

ただし、知事が必要と認めるときは、概算払とすることができる。概算払を受け

る事業者は、別紙様式４を、知事が定める日までに提出するものとする。 

 

第 12 補助金の返還 

  知事は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補

助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について県に返還す

ることを命ずるものとする。 

 

第 13 その他 

特別の事情により第４、第６、第７及び第９に定める算出方法、又は手続による 

ことができない場合は、あらかじめ知事の承認を受けてその定めるところによるも 

のとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、昭和 61 年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和 62 年４月１日一部改正する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和 63 年４月１日一部改正する。 

   附 則 

 この要綱は、平成元年４月１日一部改正する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２年４月１日一部改正する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３年４月１日一部改正する。 

   附 則 

 この要綱は、平成４年４月１日一部改正する。 



   附 則 

 この要綱は、平成５年４月１日一部改正する。 

   附 則 

 この要綱は、平成６年４月１日一部改正する。 

   附 則 

 この要綱は、平成７年４月１日一部改正する。 

   附 則 

 この要綱は、平成８年４月１日一部改正する。 

   附 則 

 この要綱は、平成９年４月１日一部改正する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 10 年４月１日一部改正する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 11 年４月１日一部改正する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 12 年４月１日一部改正する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 13 年４月１日一部改正する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 14 年４月１日一部改正する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 14 年 12 月 27 日一部改正する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 16 年１月 13 日一部改正し、平成 15 年度の香川県看護師等養成所 

運営費補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 16 年 11 月 22 日一部改正し、平成 16 年度の香川県看護師等養成所 

運営費補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 19 年 1 月 15 日一部改正し、平成 18 年度の香川県看護師等養成所運 

営費補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成 20 年 1 月 7 日一部改正し、平成 19 年度の香川県看護師等養成所運 

営費補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成 20 年 10 月８日一部改正し、平成 20 年度の香川県看護師等養成所運 

営費補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 21 年 5 月 25 日一部改正し、平成 21 年度の香川県看護師等養成所運 

営費補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 22 年 5 月 27 日一部改正し、平成 22 年度の香川県看護師等養成所運 



営費補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 23 年 11 月 16 日一部改正し、平成 23 年度の香川県看護師等養成所

運営費補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 25 年 5 月 31 日一部改正し、平成 25 年度の香川県看護師等養成所運

営費補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 26 年 12 月 25 日一部改正し、平成 26 年度の香川県看護師等養成所

運営費補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成 27 年 10 月 19 日一部改正し、平成 27 年度の香川県看護師等養成所

運営費補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成28年8月10日一部改正し、平成28年度の香川県看護師等養成所運営費

補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成29年9月4日一部改正し、平成29年度の香川県看護師等養成所運営費

補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成30年10月15日一部改正し、平成30年度の香川県看護師等養成所運営

費補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和元年12月11日一部改正し、令和元年度の香川県看護師等養成所運営

費補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年12月４日一部改正し、令和２年度の香川県看護師等養成所運営

費補助金から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和３年９月６日一部改正し、令和３年度の香川県看護師等養成所運営

費補助金から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和４年８月24日一部改正し、令和４年度の香川県看護師等養成所運営

費補助金から適用する。 

 



別表１ 

第 １ 欄 （ 基 準 額 ） 第 ２ 欄 （ 対 象 経 費 ） 

次に掲げる課程毎の(1)から(5)の合計額に加算額を加

え、別表２に定める調整率を乗じて得た額 

 

１ 看護師(3 年課程)養成所 

（全日制） 

 (1)養成所 1 か所当たり       16,178,000 円 

(2)統合カリキュラム実施施設     6,633,000 円 

(3)総定員が 120 人を超える養成所において専任教員分

として定員 30 人増すごとに     1,842,000 円 

(4)生徒数に 1 人当たり 15,500 円を乗じて得た額 

(5)事務職員分として 1 か所当たり    536,000 円 

（全日制であって 4 年間で教育を行うもの及び定時制） 

(1)養成所 1 か所当たり       12,134,000 円 

  (2)総定員が 120 人を超える養成所において専任教員分

として定員 30 人増すごとに     1,381,000 円 

(3)生徒数に 1 人当たり 15,500 円を乗じて得た額 

(4)事務職員分として 1 か所当たり    402,000 円 

 

２ 看護師（2 年課程）養成所 

（全日制） 

(1)養成所 1 か所当たり       13,889,000 円 

  (2)総定員が 80 人を超える養成所において専任教員分

として定員 30 人増すごとに     1,842,000 円 

(3)生徒数に 1 人当たり 17,600 円を乗じて得た額 

(4)事務職員分として 1 か所当たり    536,000 円 

（定時制） 

(1)養成所 1 か所当たり       10,417,000 円 

  (2)総定員が 120 人を超える養成所において専任教員分

として定員 30 人増すごとに     1,381,000 円 

(3)生徒数に 1 人当たり 17,600 円を乗じて得た額 

(4)事務職員分として 1 か所当たり    402,000 円 

 

３ 准看護師養成所  

(1)養成所 1 か所当たり        8,080,000 円 

  (2)総定員が 80 人を超える養成所において専任教員分

として定員 30 人増すごとに     1,842,000 円 

(3)生徒数に 1 人当たり 13,100 円を乗じて得た額 

(4)事務職員分として 1 か所当たり    536,000 円 

(5)へき地等地域分           973,000 円 

 

加算額 

看護教員養成経費として受講者 1 人当たり 

（1）専任教員養成講習会 

ア 都道府県の講習会        480,000 円 

イ 都道府県の講習会に準ずるもの  290,000 円 

（2）教務主任養成講習会        500,000 円 

 
（注） 

１ 生徒数は、当該年度の４月 15 日現在における人員又は

生徒が実在する学年の定員のいずれか少ない方とする。 

２ 総定員は、生徒が在籍しない学年も含む全学年の定員数

とする。 

３ 事務職員は、１学年定員 80 人以上の養成所において、

庶務、会計、教務、図書管理等の事務に２人以上専任とし

て位置付けがなされている場合に限る。 

４ へき地等地域分は、へき地等の地域における養成所に対

看護師等養成所の運営に必要な次に掲

げる経費 

 

１ 教員経費 

(1) 専任教員給与費 

(2) 専任教員人当庁費、需用費(消耗

品費、印刷製本費)、備品購入費、

役務費(通信運搬費)、福利厚生費 

(3) 部外講師謝金 

(4) 委託料(上記教員経費のうち(1)

～(3)に該当するものとする。) 

２ 事務職員経費 

(1) 専任事務職員給与費 

(2) 委託料(上記専任事務職員給与費

とする。) 

３ 生徒経費 

(1) 事業用教材費 

(2) 臨床実習経費(消耗器材に要する

経費) 

(3) 委託料(上記生徒経費のうち(1)

～(2)に該当するものとする。) 

４ 実習施設謝金 

(1) 報償費(実習施設謝金) 

(2) 委託料(上記報償費とする。) 

５ へき地等地域における養成所に対

する重点的支援事業実施経費  

(1) 実習体制支援経費（賃金、需用費

（燃料費、消耗品費、修繕費）、役務   

費（保険料、手数料）、備品購入費

（単価 30 万円未満の備品に限る）、 

使用料及び賃借料 

(2) 看護職員養成確保促進経費（旅

費、需用費（印刷製本費、食糧費 

（会議費））、役務費（通信運搬 

費）、使用料及び賃借料 

(3) 委託料（上記へき地等の地域にお 

ける養成所に対する重点的支援事 

業実施経費のうち(1)～(2)に該当 

するものとする。） 

６ 補助事業者が負担した、その所属

するものが受講する「看護教員に関す

る講習会の実施要領について」（平成

22 年４月５日付け医政発 0405 第３

号）で定める講習会に係る経費 

受講料、入学金、編入料、授業料、

教育充実費、スクーリング受講料 

 
(注) 

 専任教員とは、保健師助産師看護師学

校養成所指定規則(S26 年文部・厚生省令

第１号)第２条第４号、第３条第４号、第

４条第２項第４号、第５条第４号に規定

する保健師若しくは助産師又は看護師の

資格を有する専任教員をいう。 

 



する重点的支援事業実施施設を対象とする。 

５ 専任教員養成講習会のうち都道府県の講習会に準ずる

もので講習会の期間が２年間と定められている場合、加算

対象となるのは、受講開始時期に関わらず、受講開始年度

とその翌年度とする。 

 

 

 

 

別表２ 

看護師等養成所の定員数 調整率 

定員181人以上 ０．９２ 

定員161人以上180人以下 ０．９４ 

定員121人以上160人以下 １．００ 

定員81人以上120人以下 １．０２ 

定員80人以下 １．０４ 

（注）生徒が在籍しない学年を除く全学年の定員数とする。 

 

 

 

 

別表３ 

看護師等養成所の前年度 

新規卒業者の県内就職率 
調整率 

県内就職率50%未満 ０．９０ 

県内就職率50%以上60%未満 ０．９５ 

県内就職率60%以上70%未満 １．００ 

県内就職率70%以上80%未満 １．０５ 

県内就職率80%以上 １．１０ 

 



別紙様式 １－（１） 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

  香川県知事 殿 

 

 

 

養成所開設者氏名             

 

 

 

             年度看護師等養成所運営費補助金の 

         交付申請について 

 

 

 

    このことについて、次により補助金を交付されるよう関係書類を 

   添えて申請する。 

 

 

     １ 申請金額   金       円 

     ２ 看護師等養成所運営事業所要額調書 （別紙１） 

     ３ 看護師等養成所運営事業計画書 （別紙２） 

     ４ 歳入歳出予算書の抄本 

     ５ 県税に滞納がない旨の証明書 

      （個人県民税、延滞金及び加算金を含み、地方消費税を除く） 

６ その他参考となる資料 

         

 

 

 



別紙様式 １－（２） 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

  香川県知事 殿 

 

 

 

養成所開設者氏名             

 

 

 

              年度看護師等養成所運営費補助金の 

          変更交付申請について 

 

 

 

    このことについて、次により補助金を交付されるよう関係書類を 

   添えて申請する。 

 

 

       １ 申請金額  金       円 

       ２ 看護師等養成所運営事業所要額調書 （別紙１） 

       ３ 看護師等養成所運営事業計画書 （別紙２） 

       ４ 歳入歳出予算書の抄本 

       ５ その他参考となる資料 

         

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式 ２ 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

  香川県知事 殿 

 

 

 

養成所開設者氏名             

 

 

 

            年度看護師等養成所運営費補助金の 

        事業実績報告について 

 

 

 

      年  月  日付   第    号で交付決定を受けた標記 

補助金に係る事業実績について、次の書類を添えて報告する。 

 

 

      １ 看護師等養成所運営事業所要額精算書 （別紙１） 

      ２ 看護師等養成所運営事業実施報告書 （別紙２）  

      ３ 歳入歳出決算書の抄本 

      ４ その他参考となる資料 

 



別紙様式 ３ 

第    号 

年 月  日 

 

 

香川県知事 殿 

 

                   補助事業者名     

 

 

    年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

   

  年  月  日第  号で交付決定を受けた看護師等養成所運営費補

助金について、当該交付要綱の規定に基づき、下記のとおり報告する。 

    

 

１ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第 15 条に基づく額の確

定額     

            金          円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る

仕入控除税額（要返還相当額） 

        

  金          円 

 

３ 別添参考となる書類（２つの金額の精算の内訳等） 

 

 

 



 

別紙様式 ４ 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

  香川県知事 殿 

 

 

 

養成所開設者氏名             

 

 

 

            年度看護師等養成所運営費補助金の 

        概算払について 

 

 

 

  このことについて、当該補助金の概算払を受けることを申請する。 

 

 


